
 

いわき市地域共生社会まちづくり事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域共生社会の実現に向け、高齢者、障がい者、子ども等の福

祉の増進に資する取組みのうち、地域課題に対応することを目的とした先駆的かつ

今後の先例・模範となる活動について、いわき市補助金等交付規則（昭和 45 年４

月９日いわき市規則第 24 号、以下「規則」という。）に定めるもののほか、予算

の範囲内においていわき市地域共生社会まちづくり事業補助金を交付することに

関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴ 地域共生社会 地域住民や地域の多様な主体が我が事として参画し、人と人、 

人と資源が世代や分野を超えてつながることで、高齢者、障がい者、子ども等住

民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会をいう。 

⑵ 公益的活動 不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とす

る非営利の活動をいう。 

（補助対象者） 

第３条 この要綱において補助の対象となるもの（以下「補助対象者」という。）

は、次に掲げる要件を備えた団体とする。 

⑴ いわき市内で公益的活動を行う法人、地縁組織、協同組合、任意団体、民間

企業等 

⑵ 政治的又は宗教的な活動を目的としないこと 

⑶ いわき市暴力団排除条例（平成24年いわき市条例第41号）第2条第1号に規定 

する暴力団又は同条第2号に規定する暴力団員、同条第3号に規定する暴力団 

員等、若しくは同条第7号に規定する社会的非難関係者の統制の下にないこ

と。 

⑷ 補助期間終了後においても、当該事業を継続してできること。 

(補助対象事業) 

第４条 補助金の交付対象となる事業は、次の各号に掲げる活動とし、地域共生社

会の実現に向け、高齢者、障がい者、子ども等の福祉の増進に資する取組みのう

ち、地域課題に対応することを目的とした先駆的かつ今後の先例・模範となる活

動とする。 

⑴ 介護予防及び福祉活動に関する活動、又は居場所づくりに関する活動 

⑵ ICTを利用した地域共生社会の実現に資する活動 

⑶ 地域共生社会の実現に資する活動の普及啓発に関する活動 

⑷ その他高齢者、障がい者、子ども等の福祉の増進を目的とした取組みであ

り、地域共生社会の実現に資するものとして必要と認められる活動 



 

（補助金の種類） 

第５条 補助金の種類は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ ソフト事業支援補助金 講演会、研修会、各種イベントなど、地域共生社会 

の実現に資する活動の普及・啓発を図るための事業に対する補助 

⑵ ハード事業支援補助金 地域共生社会の実現に資する活動のため、必要な設

備等を整備する事業に対する補助 

（補助対象経費） 

第６条 ソフト事業支援補助金の対象となる経費は、別表第１のとおりとする。 

２ ハード事業支援補助金の対象となる経費は、別表第２のとおりとする。 

３ 第１項、第２項に掲げる経費であっても次の各号に掲げるものは、補助の対象と

しない。 

⑴ 申請期間外の活動に関する経費 

⑵ 当該団体の構成員の人件費 

⑶ 飲食にかかる食糧費 

⑷ 土地・建物の取得費及び賃借料 

⑸ 自主施工を行う場合の重機、工具等の購入費 

⑹ 工事完了後の維持管理費 

⑺ 領収書等がなく使途が不明な経費 

４ 補助対象者が、国、県又は市長が認める団体による補助金（以下「国県等の補助

金」という。）の交付又は交付の決定を受けている場合は、別表第３により算出した

金額を補助対象経費とする。 

５ 前項本文の規定にかかわらず、同項本文の補助対象事業についてその補助対象者

がこの要綱に基づく補助金以外の市の補助金等を交付され、又は交付の決定を受け

ている場合は、当該補助対象事業から除くものとする。 

（補助率及び補助限度額） 

第７条 第５条に掲げる補助金に対する補助率及び補助限度額は別表第４のとおり

とする。 

 

２ 補助金の額に、1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとす

る。 

(補助金の交付申請) 

第８条 規則第４条第１項第２号に規定する収支予算書は、地域共生社会まちづくり

事業収支予算書（第１号様式）とする。 

３ 規則第４条第１項第４号に規定する書類は、地域共生社会まちづくり事業団体概 

要調書（第２号様式）とする。 

（事業選定委員会の設置） 

第９条 規則第５条第１項の規定により補助金の交付を決定するときは、当該事業を

補助対象事業として認定すべきかどうかを審査するため、事業選定委員会を置く。 



 

２ 事業選定委員会の設置に関して必要なことは別に定める。 

（補助金の交付請求時期等） 

第10条 ソフト事業支援補助金及びハード事業支援補助金に係る規則第11条に規定

する補助金交付請求の提出期日は、事業が適正に完了したことを確認した後とす

る。ただし、事業を遂行するうえで必要と認められる場合は、事業完了前であっ

ても概算払いとして交付することができるものとする。 

(事業計画の軽微な変更) 

第11条 規則第７条第１項の市長が定める軽微な変更は、次に掲げる変更以外の変更

とする。 

⑴ 補助対象事業の実施主体の変更 

⑵ 補助対象事業の対象の変更 

⑶ 20 パーセントを超える事業費の変更 

（実績報告及び添付書類等） 

第12条 規則第12条第１号に規定する収支決算書は、いわき市地域共生社会まちづく

り事業収支決算書（第３号様式）とする。 

２ 規則第 12 条第２号に規定する書類は、成果品若しくはその写し又は実施の際の

写真のほか、別表第５に掲げるとおりとする。 

（財産の管理） 

第13条 補助対象者は、本事業により取得し、又は効用の増加した財産については、

補助事業の完了後においても、善良なる管理者の注意を持って管理し、補助金の交

付の目的に従ってその効率的運用を図らなければならない。 

２ 補助対象者は、取得財産について、いわき市地域共生社会まちづくり事業取得財

産管理台帳（第４号様式）及び備品使用管理簿（第５号様式）を整理し、その保管

状況を明らかにしておかなければならない。 

（財産処分の申請） 

第14条 規則第17条の市長の承認を受けようとする者は、いわき市地域共生社会まち

づくり事業取得財産処分承認申請書（第６号様式）を市長に提出しなければならな

い。 

２ 規則第 17 条ただし書の市長が定める期間は、補助対象施設又は設備の設置等が

完了した日から、当該補助対象施設又は設備の区分に応じ、それぞれ減価償却資産

の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）別表第１に定める耐用年

数が経過した日までとする。 

（交付決定の取消し） 

第15条 この要綱に基づく補助金の交付の決定を受けた者が、同一事業について、当

該補助金以外の市の補助金等を交付され、又は交付の決定を受けた場合は、この要

綱に基づく補助金の交付の決定は取り消すものとする。 

（補則） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 



 

 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表第１（第６条関係） 

種別 費目 経費の種類 
ソフト事業支援補助金 報償費 講師等への謝礼、出演料、調査・研究等にかかる

謝礼等 
旅費 移動等に係る交通費、通行料金、宿泊費等 
消耗品費 用紙代等の消耗品、材料、書籍等の購入費等 
印刷製本費 印刷・製本にかかる経費等 
通信運搬費 切手などの通信運搬にかかる経費等 
広告料 新聞、雑誌等への広告掲載費等 
保険料 行事保険、講師、指導者、補助者等が加入する損

害賠償保険等 
委託料 専門的技術・知識を必要とし、自らが行うこと

が困難な業務についての専門家への委託経費等 
使用料 コピー使用料、高速道路使用料等 
賃借料 会議室、施設、機具等の使用料、バス等の借上げ

料 
原材料費 加工するための材料費等 
備品購入費 本体価格 1 万円以上で、かつ当該事業に必要不

可欠なもの 
その他 上記費目以外の費目で市長が必要と認める経費 

 

別表第２（第６条関係） 

種別 費目 経費の種類 
ハード事業支援補助金 燃料費 機材や車両等にかかる燃料費 

委託料 設計委託費、監理委託費など、事業を達成する

ために必要かつ専門的技術・知識を必要とし、

自ら行うことが困難な業務についての専門家へ

の委託経費等 
賃借料 車両・機材・機具のレンタル・リース料 
工事請負費 建造物の改築、修築を行うための建築工事、設

備工事、外構工事に要する材料費、労務費、資材

運搬費 
原材料費 セメント・砂利・鋼材・木材等の資材 
車両購入費・

改造費 
地域活動の拠点とするための車両の購入・改造

に要する費用 
その他 上記費目以外の費目で市長が必要と認める経費 

 

 



 

別表第３（第６条関係） 

区分 補助金の額 

国県等の補助金の額の算定の基礎と

なる補助対象経費（以下「国県等補

助対象経費」という。）が第６条に

定める補助対象経費以下である場合 

別表第１に   国県等補助金 

定める補助 − （第５条に掲げる 

対象経費    申請する補助金の種類 

        と同様の内容に係る部

分に限る。） 

別表第２に   国県等補助金 

定める補助 − （第５条に掲げる 

対象経費    申請する補助金の種類 

        と同様の内容に係る部

分に限る。） 

国県等補助対象経費が第６条に定め

る補助対象経費を超える場合 

別表第１に   国県等補助金 

定める補助 − （第５条に掲げる       

対象経費    申請する補助金の 

        種類と同様の内容 

        に係る部分に限る。） 

 

 ×  

別表第１に定める

補助対象経費

国県等補助対象経費
 

別表第２に   国県等補助金 

定める補助 − （第５条に掲げる       

対象経費    申請する補助金の 

        種類と同様の内容 

        に係る部分に限る。） 

 

 ×  

別表第２に定める

補助対象経費

国県等補助対象経費
 

 

別表第４（第７条関係） 

事業の種類 補助率 補助限度額 

ハード事業 補助対象経費の 4分の 3 5,000 千円 

ソフト事業 補助対象経費の 2分の 1 1,000 千円 



 

別表第５（第12条関係） 

補助金の種類 実績報告書の添付書類 

ソフト事業支援補助金 領収書又はその写し（特に認める場合

は、納品書等事業の遂行が確認できる書

類及び請求書又はそれらの写し） 

事業に関するパンフレット、写真、チラ

シ等活動に関する資料 

ハード事業支援補助金 領収書又はその写し（特に認める場合

は、納品書等事業の遂行が確認できる書

類及び請求書又はそれらの写し） 

事業に関するパンフレット、写真、チラ

シ等活動に関する資料 

財産管理台帳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１号様式（第８条関係） 

 

いわき市地域共生社会まちづくり事業 収支予算書 

 

事業名  

団体名  

 

収入の部  

経費項目 予算額 内容 積算基礎 

    

    

    

    

合計    

 

支出の部  

経費項目 予算額 内容 積算根拠 見積書 補助対象 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

合計   

補助対象経費  

 

※備品を購入する場合は、必要とする理由（使用目的・方法等）書（任意様式）を提出してください。 

※見積書の欄には、添付した見積書に付した番号を記入してください。 

※補助対象の欄には、補助対象経費に〇、補助対象外経費に×をしてください。 

 

 



 

第２号様式（第８条関係） 

年   月   日 

 

いわき市地域共生社会まちづくり事業 団体概要調書 

 

団体名  

住所  

代表者  

電話番号  

FAX 番号  

メールアドレス  

構成員数（会員数）  

発足年月日  

団体の種類 法人 ・ 地縁組織 ・ 協同組合 ・ 任意団体 ・ 民間企業等 

【団体の設立目的・趣旨】 

【設立以降の主な活動歴】 

活動分野 

 

□①保健・医療・福祉 □②社会教育 □③まちづくり □④観光振興  

□⑤農山漁村・中山間地域振興 □⑥文化･芸術･スポーツ □⑦環境保全 

□⑧災害救援 □⑨地域安全 □⑩人権擁護･平和 □⑪国際協力  

□⑫男女共同参画社会の形成 □⑬子どもの健全育成  

□⑭情報化社会の発展 □⑮科学技術振興 □⑯経済活動活性化  

□⑰職業能力開発・雇用機会拡充 □⑱消費者保護  

□⑲市民活動団体の運営・活動に関する連絡・助言・援助  

□その他（          ） ＊主たる活動分野（            ） 



 

主な活動 

地域 

□いわき市全域 □平 □小名浜 □勿来 □常磐 □内郷 □四倉 □

小川 □遠野 □好間 □三和 □田人 □川前 □久之浜・大久 □市

外 

主たる構成メンバー 

 氏名 役職 市との関わり 

１   □在住□在勤□在学□その他 

２   □在住□在勤□在学□その他 

３   □在住□在勤□在学□その他 

４   □在住□在勤□在学□その他 

５   □在住□在勤□在学□その他 

６   □在住□在勤□在学□その他 

７   □在住□在勤□在学□その他 

８   □在住□在勤□在学□その他 

９   □在住□在勤□在学□その他 

10   □在住□在勤□在学□その他 

   □在住□在勤□在学□その他 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第３号様式（第 12 条関係） 

 

いわき市地域共生社会まちづくり事業 収支決算書 

 

事業名  

団体名  

 

収入の部  

経費項目 予算額 内容 積算基礎 

    

    

    

    

合計    

 

支出の部  

経費項目 予算額 内容 積算根拠 領収書番号 補助対象 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

合計   

補助対象経費  

※領収書番号の欄には、添付した見積書に付した番号を記入してください。 

※補助対象の欄には、補助対象経費に〇、補助対象外経費に×をしてください。 

 

 

 



 

第４号様式（第 13 条関係） 

 事
業
年
度

●
年
度

事
業
期
間

補
助
事
業
名

地
域
共
生
社
会
ま
ち

づ
く
り
事
業
補
助
金

自
己
財
源

そ
の
他

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

注
1 2 3 4 5 6

い
わ
き
市
地
域
共
生
社
会
ま
ち
づ
く
り
事
業
 
取
得
財
産
管
理
台
帳

処
分
制
限
期
間
に
は
、
「
減
価
償
却
資
産
の
耐
用
年
数
等
に
関
す
る
省
令
」
（
昭
和
40
年
大
蔵
省
令
第
15
号
）
に
定
め
ら
れ
て
い
る
耐
用
年
数
に
相
当
す
る
期
間
と
し
、
そ
の
期
間
は
、
所
得
の
日
（
所
得
の

日
と
は
、
補
助
事
業
完
了
日
と
す
る
。
）
か
ら
起
算
す
る
。

「
減
価
償
却
資
産
の
耐
用
年
数
等
に
関
す
る
省
令
」
（
昭
和
40
年
大
蔵
省
令
第
15
号
）
に
定
め
の
な
い
も
の
に
つ
い
て
は
、
3年
を
処
分
制
限
期
間
と
す
る
。

処
分
制
限
年
月
日
欄
に
は
、
処
分
制
限
の
終
期
を
記
入
す
る
こ
と
。

処
分
の
内
容
欄
に
は
、
売
り
払
い
、
廃
棄
処
分
等
別
に
記
入
す
る
こ
と
。

備
考
欄
に
は
取
得
の
相
手
方
又
は
処
分
の
相
手
方
等
を
記
入
す
る
こ
と
。

こ
の
様
式
に
よ
り
難
い
場
合
に
は
、
処
分
制
限
期
間
欄
及
び
処
分
の
状
況
欄
を
含
む
他
の
様
式
を
も
っ
て
財
産
管
理
台
帳
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

取
得
額
（
単
位
：
円
）

●
年
●
月
●
日
～
 
 
●
年
●
月
●
日

処
分
制
限
期
間

保
管
場
所

備
考

価
格

処
分
の
内
容

年
月
日

耐
用

年
数

処
分
制
限

年
月
日

経
費
の
配
分

処
分
の
状
況

番
号

名
称

規
格
・
機
種

数
量

単
価

取
得

金
額



 

第５号様式（第 13 条関係） 

 



 

第６号様式（第 14 条関係） 

 

 

いわき市地域共生社会まちづくり事業 取得財産処分承認申請書 

 

年  月  日  

 

いわき市長 様 

 

住所（所在地） 

申請者 氏名（名称及び代表者氏名） 

電話番号   （  ） 

 

財 産 の 種 類  

事 業 費 円     

設 置 等 年 月 日 年   月   日 

交 付 を

受 け た

補助金 

補 助 年 度 年度          

指 令 番 号 いわき市指令第      号 

金 額 円     

処 分 の 理 由  

処 分 の 方 法  

処 分 予 定 価 格 円     

 

 

 

 

 


